
７．１ はじめに
地球環境におけるトリチウムの主な発生源は，核融合

炉がエネルギー源としてまだ実用化されていない現在，

�宇宙線との核反応，�核実験，�原子力発電および，
�核燃料再処理，である．UNSCAEAR報告によれば，
大気中で�の反応により窒素および酸素から生成される
トリチウムは９９％が酸化態トリチウム（HTO）や有機物

との結合状態となり，その賦存量は 1.3×106 TBq（生成

率：3.7×104 TBq／y）［１］，地球上での分布量比率（％）

は，6.8（成層圏），0.4（対流圏），27（陸上生態圏），35

（海洋混合層），30（海洋深層）［２］と報告されている．核

実験開始以前の濃度は陸水で 0.2～0.9 mBq／cm3，海洋水

で0.1 mBq／cm3程度であり［３］，人体組織中トリチウムの

比放射能が陸水の代表値 0.4 mBq／cm3 に等しいとすれ

ば，すべての組織の年間吸収線量は10－2 µGyオーダとな
る［４］．全核実験によるトリチウムの生成量は 2.4×108

TBq（Fission：5.7×103 TBq，Fusion：2.4×108 TBq），

その分布量比率は８０％（北半球）および２０％（南半球）

と推定されており，それによる実効線量当量預託はそれ

ぞれ５１（北半球，Inhalation：４，Ingestion：４７）および

１４（南半球，Inhalation：１，Ingestion：１３）µSv と評価
されている［５］．また，これらを人口により重みづけし，

地球人口を４×１０９人とした集団実効線量当量預託は 1.9

×105 man-Sv となるが，UNSCEAR１９８８年報告では単位
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放出量あたりの規格集団実効線量当量預託は，人口増を

考慮して 3.2×10－5 man-Sv／TBqと再評価している．

以上のような地球規模からトリチウムの環境への放出

量を考えれば，単一施設からの放出寄与は微々たるもの

であるが，"As Low As Reasonably Achievable"

（ALARA）の観点および作業者および周辺公衆に対し

ても無駄な被曝の低減策を講じるうえで，放出源近傍に

おける作業環境でのトリチウム動態を究明することは有

意義である．しかしながら従来，放出後の野外環境での

研究は多く報告されているものの，実際の作業環境での

トリチウム動態に関する情報は皆無である．そこで，こ

こでは重水施設や冷中性子設備を有する研究炉(KURR)

について，過去に実施してきた炉室建家内でのトリチウ

ム，とりわけその形態中では最も生体への影響の大きい

HTOの挙動ついて述べる．

７．２ KURRからのトリチウムの発生源と排気経路
KURR（京都大学原子炉実験所，Fig. 1 参照）における

主なトリチウムは，�KURR一次系の軽水に含まれる天
然の重水，�KURRの炉心近傍に炉の設置と同時に装備
されている減速材としての重水（約 2 m3），および�１９８６
年に設置された冷中性子設備（Cold Neutron Source:

CNS）に装備された液体重水素（約 4 L），などと中性子と

の（n,�）反応により生成されるものである．Fig. 1 に示
すように上記�のソースは炉頂からスィープ（Sp）ガス
（2.5 m3／min）として炉水の蒸発分がスタックから排気

されるが，通常，一次系のHTO水濃度は 20 Bq／cm3 程度

以下であり，この経路のHTO放出率は高々20 MBq／月と

少ない．�のHTOは当初，�と同様に重水タンク近傍の
空気はスィープ（Sp）ガスとしてスタックへ排気されて

いたが，１９９６年に重水タンクが更新されてからは41Ar

減衰タンク（560 L）を装備した独立の排気経路が設けら

れ，これを経由してスタックへ排気されている．�の
CNSに関連するトリチウム（HTおよびHTOの混合物）

は，�と同様に１９８６年以降，設置された減衰タンク（１９９７
年に 1.0 m3 から 1.3 m3 のタンクへ更新）を経由する排気

経路から排気されている．したがって，スタックへの排

気は上述した３経路と格納容器である炉室作業場の換気

（350 m3／min）の計４経路である．炉室地下のスタック

煙道に排気されるこれらのトリチウムはさらにその下流

においてホットラボおよびホットケーブ等の実験室系統

の排気により混合・希釈され，電離箱により連続モニタ

リングされた後，スタックから排気される．ただし�，
�の経路では，トリチウムが容器により隔離されている

ため，オーバーホールのための解体，隔離容器内圧力調

整作業および不測の漏洩事態等が生じない限り，トリチ

ウムの放出は無視できるはずである．そこで次章では

１９８７年に�の経路で漏洩した重水に関するHTO汚染に
ついて動態と関連させて述べる．

７．３ 重水漏洩に伴うKURR炉室内のHTO汚染
７．３．１ 汚染の発現と問題点

KURRでは炉室およびスタックにプラスチックシンチ

レータおよび電離箱式モニタが設置されている．これら

は通常放出される41Arに比べてトリチウムに対する検出

感度が低いため，放射線管理部により春，秋季の炉稼働

時にスタック排気凝縮水中のHTO測定が実施されてい

る．１９８７年の秋季測定では通常よりも高い排気濃度が検

出されたが，排気口核種別濃度測定担当者がこの原因を

HTOをトレーサとして扱う研究に用いた器具の汚染と

みなした．半年後の１９８８年春季の定期モニタリング時に

は，冷却系統ポンプ改修のために炉の運転が数ヶ月以上

停止されたため測定は実施されなかった．以上の経過で

は，２回のモニタリングデータの欠如が汚染の検知を遅

らせた．しかしながら１９８８年６～７月の炉の非運転時に

は排気濃度が再測定され，通常よりも高い濃度が確認さ

れた．また重水タンク周辺のスミヤ試験および移動式電

離箱による空気モニタリングの調査が放射線管理部によ

Fig. 1 Cross-section of KURR containment building.
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り実施され，タンクの汚染が確認された．このような調

査の契機は，炉室内における一次冷却水等のプール水中

濃度が上昇したためである．毎月１回，研究炉部により

行われているこの水中放射能測定結果は，１９８７年５月頃

から上昇傾向を示しており，３ヶ月後の８月には炉頂に

あるサブプール水（1.7 m3）が交換されている．当初，こ

の水中HTO濃度上昇原因を，主に水中の Li などの不純

物と推定した水質検査では，プール水濃度上昇の原因が

究明されなかった．このような水濃度上昇モニタリング

結果は，１９８８年の夏期に一般に知られることとなった．

この夏期までに要した約一年間が調査期間としては一つ

の問題となる．すなわち水濃度上昇初期におけるHTO

動態に関する管理者の認識，研究炉部と放射線管理部と

の間の情報交換，ルーチン業務以外の汚染検出時期にお

ける管理部の調査態勢の未確立と管理システムの硬直

化，研究と管理体制の混在，重水タンク修復作業過程で

の過度な管理濃度規制による作業の非能率性など，再検

討されるべき事柄が多い．

１９８８年９月から１９９０年３月までに以下のような問題に

ついて調査研究を実施した．

�約 1.7 m3（サブプール）や 30 m3（一次冷却水）もある
炉室内のプール水濃度の上昇を重水の漏洩と関連づけ

て合理的に実証すること，

�炉室空気中におけるHTO分布の評価，
�換気システムによる空気中濃度変動の解明，
�重水タンクに隣接する黒鉛層へのHTO吸収量の推定
と実測，

�重水漏洩部の究明に関連する濃度測定，
�漏洩検知以前の作業場所（熱交換器室）における空気
中平均濃度のモデルを用いた評価，

�炉室内におけるHTO源の存在と空気中濃度の相関，
�HTO源の撤去後におけるプール水濃度減少の予測と
実証および空気中濃度の長期モニタリング，

	炉室コンクリート壁へのHTO吸着現象の明確化と吸
収量評価，


放射性廃水系統に廃棄されたHTOを用いた敷地内の
貯留池での拡散状況調査．

次項ではこれらの調査うち，炉室内トリチウム動態の

概要について述べる．

７．３．２ 炉室におけるトリチウムの挙動

HTO漏洩が確認された１９８８年８月下旬からの数ヶ月

間は，放射線管理部排気口核種別測定担当者により，氷

を用いた冷却凝縮水によるスタック排気中濃度が測定さ

れた．この結果，炉室換気中でもその濃度は 1.1～13 kBq

／m3‐airと大きく変動することが報告された．そこで後述

するようなシャーレにトレーサとして数十 cm3 の HTO

水を添加した気－液相間のHTO移行実験とモデル化

［６］により，Fig. １に示すサブプールおよび一次冷却水

の濃度上昇が空気から経由したことを実証したあと，１１

月中旬からスタックよりも放出源に近い炉室にモニタリ

ング場所の重点を移し，除湿器を用いてモニタリング頻

度を高めるとともに，濃度変動のより詳しい検討を開始

した．

以下では空気中の温湿度がすべてのサンプリング時期

について把握されていないため，HTOを凝縮水単位容積

（cm3）あたりの濃度として表す．

炉室の換気は炉が運転される週には通常，火曜日から

金曜日まで連続に行われる．そこで初めに換気の作動条

件に伴い変動する濃度を検討した．Fig. 2 にはこのよう

な１週間の換気の停止・作動によるHTO漏洩後の炉室

内空気凝縮水中HTO濃度の変化を示した．

１９８８年１１月１３日の週は，汚染源の重水（2 m3）をタンク

から約１０本のドラムカンに移送・隔離（１１月１７～１８日）

Fig. 2 Changes in HTO concentration in condensate from the
containment building air as a result of venting cessation
followed by resumption for periods of less than 1 week.
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する以前であり，主な発生源が重水設備内に存在してい

たため，換気停止時の空気中凝縮水濃度はほぼ 1.5 ×103

Bq／cm3 と高くなっている．換気を作動した直後には炉

室１階の換気率が１時間あたり２回程度であるため濃度

は大きく減少する．１２月２日の週は，１１月１３日の週に比

べて換気停止時の最高濃度が 1 ／４程度に減少しているこ

とがわかる．これは重水が移送・隔離されたためであ

る．しかしながら主な発生源が隔離されたにもかかわら

ず換気停止時に炉室内濃度が再度上昇し，移送した重水

以外にも炉室内に発生源のあることが推定された．１９８９

年４月７日の週に濃度が低下した原因は，２～３月にか

けて重水タンクに隣接していた黒鉛層に吸収された

HTOを除去する作業が実施されたためである．これによ

り飽和濃度は１２月２日の週の約１／３となったが，その濃度

はまだ 1.5 ×102 Bq／cm3 と高い．

このように炉室内空気凝縮水中HTO濃度は，炉室格納

庫に使用されているコンクリート建材から逸出するラド

ンの挙動と類似した，換気条件とともに変動する濃度パ

ターンを示すとともに，汚染源の存在・除去を換気停止

時の飽和濃度によりよく反映している．残存する飽和濃

度（1.5×102 Bq／cm3）から，第３の発生源の存在はコン

クリートに浸透したHTOであると推定した．この濃度は

前述した換気パターンの継続により，７ヶ月後の１９８９年

１１月１１日の週に１／２（7.5×101 Bq／cm3）に減少する程度の

緩慢なものであった（Fig. 2）．１９９０年３月末日にこの空

気中凝縮水の飽和濃度は 5.0×101 Bq／cm3，数日換気し

た場合は数Bq／cm3 のオーダに減少し，ほぼ原状に回復

したとみなされる．

この不測の事態により，重水設備に装荷されている重

水の約 0.1％（0.34 TBq）が漏洩した．そのうち回収率は

１８％であり，このうち 3 ／４は重水タンクに隣接して設置

されている黒鉛層に吸収されたHTOであった［７］．

７．３．３ プール水中へのトリチウム移行

約30 m3の一次冷却水が５倍，1.7 m3のサブプール水が

６０倍の濃度上昇を示したモニタリング結果（Fig. 3）は，

漏洩したトリチウムの空気中から一次冷却水やサブプー

ル水中への移行が同位体交換により生じることは，誰し

も知識としては理解できる現象である．「それを実証す

るためには何が必要か」という自問が契機となり，１９８８

年９月に現場での挙動究明調査を開始した．

空気から水中への移行を定量的に扱うためにはその現

象をモデル化することが必要であり，ここでは水槽中に

おけるトリチウムの交換と蒸発を駆動力とする保存の簡

単な基礎式から空気中のHTOが水中へ移行して濃度を

上昇させる式を誘導した［８］．この式はシャーレ水盤に

よるモニタリング法としても簡便法として用いらてれる

［９‐１１］．このモデルは蒸発により水深が減少する影響も

考慮しているが，実際の炉では蒸発量が補給され，一定

の水位を保つように管理されている．そこでこれを希釈

効果として水位一定とし，簡素化したモデルによりプー

ル水濃度上昇式として（１）式を誘導した［６］．


��

�����������
��

����	������������� �� �
（１）

ここで�：�������������，��：プール水量（cm3），
�：
水中濃度（Bq／cm3），

�：暴露時間中の平均空気水分中
濃度（Bq／cm3），
�：プール水中初期濃度（Bq／cm3），�：水と空気水分中HTO比放射能の比率（－），��：交換
速度定数（cm／h），��：蒸発速度定数（cm／h），�：水深
(cm)，�：気－液相接触の経過時間（h）．（１）式において�→∞とすれば
�＝�

�となり，水中濃度（
�）は空気
中水分濃度よりも�倍（���）だけ低い濃度で平衡状態
になる．

濃度上昇を示す（１）式の場合とは逆に，炉室内から汚

染源が除去され，期間�に水中濃度が
��から
�に減少
する場合も同様の基礎式から濃度変化式が得られる．こ

の場合，水面に接触する期間の平均空気凝縮水濃度を

�とすれば，それは（２）式で与えられる．


�����
��
����	������ �����	������ ��� （２）

ここで，�����������.
（２）式は汚染源を隔離もしくは除去した後に減少する

と考えられる水濃度変化を長期モニタリングすることに

より，その間の平均空気水分中濃度（

�）を推定するとと
もに，これを空気凝縮水の長期モニタリングデータと比

較することにより，モデルの検証に用いることができ

る．

（１）および（２）式において，��と��以外のパラメー
タは既知である．��は蒸発の実測データから算定でき
る．交換速度定数��の測定法は，HTO水を添加したシ
ャーレ水盤の濃度変化から，蒸発を伴う条件で得た解析

解を変形することにより（３）式として求められる［８］．

��������
��
�������������� （３）

ここで
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�：シャーレ水盤中の初期濃度（Bq／cm3）．
４種類の初期水深として添加したHTO水の濃度変化

および時間�における蒸発量から��（3.3×10－3 cm／h）を
算定した．これを（３）式に適用し，��の平均値として 6.8
×10－3 cm／h を求た．これは１９８８年９月，実験室において

行ったものであり，変動の少ない結果は気ー液相間にお

けるトリチウム移行のモデル化が妥当であることを示し

ている（Verification）．

類似した方式ではあるが，境界条件の設定によりHTO

の空気雰囲気からHTOを含まないシャーレ水盤中への

移行に伴う水中HTO濃度変化を実測して��および��
値を算定できる．１９８９年１月（換気停止期間）に１週間，

40 cm3 の水道水を湛水したシャーレを空気中HTOがほ

ぼ平衡に達した炉室に静置した．その水中の濃度変化お

よび蒸発量から得た��および��値はそれぞれ 2.4×10－3
cm／h および 4.3×10－3 cm／h であり，上述した場合と移

行方向は逆であるが，類似したパラメータ値が得られ

た．これらの値は温湿度により変化するが，その比率

(�����)はほぼ２として近似された．サブプール水や一次
冷却水の温度は３０℃以上であり，１９８９年５月および６月

に実測したサブプール水の��の平均値は1.9×10－2 cm／h
であった．そこで ��の in-situ 値も��の２倍と仮定して
（１）式から炉室内水槽水中の濃度上昇を予測した結果が

Fig. 3である．この図ではサブプール水を交換した１９８７年

８月を気－液相の接触開始時とした．また，（１）式にお

いて濃度上昇の評価期間における平均的な空気水分中ト

リチウム濃度は，重水漏洩が検出される時期以前である

ため実測値が少ない．そこで，その濃度を２つの水槽と

もに 0.4 kBq／cm3（下限）および 0.6 kBq／cm3（上限）と

仮定して計算した．予測値に比べて実測値の濃度上昇が

経過時間とともに若干大きくなる様相を示しているが，

この理由は重水の漏洩率が実際に増加したこともしくは

漏洩した重水が黒鉛に吸収され，それが二次汚染源とな

って炉室空気への移行率が増加したことなどが考えられ

る．いずれにしても上述したような比較的簡単なモデル

により，同一の移行パラメータ値(��,��)を適用してファク
タ２以内の精度で形状の異なる２つの水槽の濃度上昇を

再現できたことは，このモデルの妥当性が実証されたと

いえる（Validation）．このことはパラメータとして fitting

により得た平均空気水分中HTO濃度値の信頼性が高い

ことを示唆している．

重水漏洩が検知される以前の平均空気中トリチウム濃

度は水分濃度から空気濃度への換算に安全側の係数

（１０－5）を用いても４～6 kBq／m3-air となり，法に定めら

れた業務従事者に対する３ヶ月平均の濃度限度（7×102

kBq／m3-air）より２桁以上低い環境であったことが判明

し，結果的にではあるが漏洩に気付いていない時期の炉

室作業者の安全性が確認された．

約 2 m3 の重水が 200 L ドラム缶に隔離され，黒鉛の除

湿作業がほぼ終了した１９８９年３月下旬から１年間のサブ

プール水のモニタリング結果，炉室内の換気によりサブ

プール水中トリチウムが低減される半減期は１５週と評価

された．この水中濃度減少と（２）式から，この１年間の

プール水に接触する平均空気水分中濃度は 3.6×101 Bq／

cm3 と評価された．すなわち，汚染源を隔離・回収したこ

とにより，空気水分中濃度はそれ以前（Fig. 3）の評価濃

度（0.4～0.6 kBq／cm3）よりも１桁以上低下したことがわ

かる．

７．３．４ 気－固相間における移行

前項の気－液相間におけるHTO移行モデル過程で空

気中濃度は長期の評価期間における定数（平均値）とし

て取り扱ったが，短期的にはFig. 2 のように炉室換気の

作動状況により大きく変動する．この変動パターンは過

去に検討した炉室内のラドン系列核種に類似するが，

HTOによる空気汚染の状況は炉室内の汚染源（内蔵量）

の変化により異なるはずである．Fig. 2から推定された第

３の汚染源（建家コンクリートに吸収されたもの）の吸

収量を評価するために，気－固相間でも移行のモデル化

を実施した［６］．ここでは換気停止期間に湧出し，炉室内

Fig. 3 Measured and calculated HTO concentrations in primary
coolant and sub-pool waters at a function of time resulting
from heavy water leakage.
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に充満したトリチウムの換気再開直後の排気およびその

後建家から湧出して換気停止までに放出される排気量を

個別に評価した．その結果，週ごとの放出量を基準にし

て評価した１年間の総放出量は4.2 GBqであった．その内

訳は換気停止時に炉室内に湧出したものが1.5 GBq，換気

再開後の湧出によるものが2.7 GBqであった．これらの量

はサブプールからの蒸発を含むが，その揮散量は水モニ

タリングの結果からこの評価値の１割程度にすぎず，こ

の量を差し引いたあとのコンクリートからの放出積算量

すなわち吸収されていた量はほぼ 3.7 GBq 程度と評価さ

れた．

Fig. 4には重水の隔離直前から約1.5年にわたる炉室内

空気水分中HTO濃度のモニタリング結果（●：炉壁の熱

電対挿入孔，�：換気停止時室内，○：換気作動時室
内）を示す．重水漏洩の経路を暗示するように炉壁の熱

電対挿入孔内の空気水分中濃度が換気の作動条件に関係

なく常に換気停止時の炉室内濃度よりも１桁以上高いこ

とがわかる．１９８９年２～３月の炉室濃度は換気停止，作

動どちらの場合にもそれ以前より濃度が上昇している

が，これは隔離した黒鉛の熱風による除湿作業時に容器

から漏洩した結果である．黒鉛から 4.6×101 GBq を回収

する過程で約１１％（4.1 GBq）がブロアを経由して炉室内

に漏洩したことが算定された．

Fig. 4 のモニタリング結果によれば，空気水分中濃度

は，重水の隔離直前には炉室の換気作動状況に応じて

0.15～1.5 kBq／cm3（１９８８年１１月），主な汚染源を除去し

た１９８９年４月以降は数Bq／cm3～60 Bq／cm3 の範囲を示

している．他方，前述した空気からの移行による一次冷

却水の濃度上昇に際してモデルによるfittingから評価し

た重水隔離前の平均空気水分中濃度は 0.4～0.6 kBq／

cm3，汚染源を除去した後のサブプール水中濃度変化か

ら（２）式のモデルを用いて評価した１年間平均の空気水

分中濃度が3.6×101 Bq／cm3と，簡単なモデルから独立に

評価された平均濃度が，汚染源除去前後どちらの場合に

も換気作動・停止時期のモニタリング濃度範囲内にある

ことが判明し，移行モデルの妥当性が検証された．

７．４ 重水設備改修後のスタック・炉室空気中
濃度とモニタリングの問題

上述したような重水設備からの重水漏洩事象（１９８７～

１９８８年）が原状に回復してから今日まで約１０年が経過し

た．この事象以後，定置式電離箱による連続モニタリン

グを補完する目的で実施していた，スタックの排気中凝

縮水を採取して測定する感度の高い定期モニタリングの

Fig. 4 Monitoring data of HTO concentrations over 15 months starting early November 1988.
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頻度を２回／年から４回／年ごととした．さらにこの間，

重水給排水管の取り替え（１９９１～１９９２年），重水タンクの

更新（１９９５～９６年）および重水の水位計差圧伝送器の調

整作業（１９９７年）など，HTOの漏洩が予想される作業期

間には測定頻度を必要に応じて密にするとともに，作業

場所である炉室内の空気も同様の方法でモニタリングを

実施した．ここではその長期の凝縮水サンプリングによ

る定期スタックモニタリングおよび短期の作業前後の空

気モニタリングの結果を比較する．

スタック排気中の凝縮水は通常，四半期ごとに電気

クーラーにより（１～２日作動），また炉室内凝縮水は数

時間の除湿器の作動により採取して液体シンチレーショ

ン法（試料水 1 cm3，シンチレータ 10 cm3）に従って測定

した．炉運転中に炉室は通常，火曜日９時～金曜日１８時

まで連続に換気されるため，炉室内トリチウム濃度は換

気直後に急減し，換気停止後から次週の換気前までは上

昇する（Fig. 2）．スタックの凝縮水は，炉室の換気による

影響が少なくなる（排気中濃度がほぼ定常になる）水～

金曜日に採取した．Fig. 5 にはこのようにして１９８０年以

後２０年間の半期～四半期ごとに測定したスタック排気凝

縮水中のHTO濃度および温湿度データにより換算した

排気空気中濃度を示す．凝縮水濃度は前章に述べた重水

漏洩時の１９８８年に最大 27 Bq／cm3 を示し，前述した重水

設備改修時の１９９１～１９９２，１９９６～１９９７年頃には７～8 Bq

／cm3 の小さな濃度ピークが認められるにすぎない．また

Fig. 5によれば，１９９７年の重水設備工事・改修の終了後に

は 1～2 Bq／cm3 以下が定常濃度となっている．このよう

な定期モニタリング以外に，１９９０年１月から１９９２年の１２

月までは毎月１回（Fig. 6）および工事による重水漏洩が

予想された１９９１年１２月には毎日１回（Fig. 7）と頻度を高

くしたサンプリングを実施した．その結果，Fig. 6 では

１９９１年に凝縮水濃度として 18 Bq／cm3，Fig. 7 では１９９１

年１２月上旬に 80 Bq／cm3 と，当然のことではあるがサン

プリング頻度が高い場合ほど高濃度が検知された．その

程度は四半期モニタリングに比べて毎日サンプリングで

は１桁程度高い．ちなみに１９９１年１２月の重水設備のオー

Fig. 5 Evolution of HTO concentrations in the KURR stack ex-
haust over the last twenty years. Fig. 6 HTO concentrations in the stack exhaust monitored on

a monthly basis during 1990-1992.

Fig. 7 HTO concentrations in the stack exhaust monitored on
a daily basis in December 1991.
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バーホールに際しては，約 2 GBq と平常運転時よりも多

くのトリチウムが放出された［１２］．

１９９６～１９９７年に実施された重水タンクの更新時に，定

期モニタリングではスタック排気凝縮水中濃度は最大 7

Bq／cm3 を示した後，1 Bq／cm3 程度で推移していたが，

その濃度低下後も重水移送配管系統や重水位差圧計の改

修等の作業により，換気中でも短期的かつ局所的に炉室

内の作業環境では高い空気凝縮水濃度（最大約 2,000 Bq

／cm3）が検知された．このことからスタックだけでな

く，より作業環境に近い室内での作業に応じたモニタリ

ング計画の必要・重要性が認識された．

重水設備系統の工事が終了した１９９７年７月以後，上記

スタック濃度は再度 0.5～1.0 Bq／cm3 程度と低い状態に

回復した．しかしながら金曜日に炉室の換気が停止すれ

ば，月曜日早朝には炉室内濃度が数十Bq／cm3（換気中濃

度の数十倍）にまで上昇する週変化のパターンは消滅せ

ず，再現された．これは１９８７年に重水が漏洩し，原状回

復してから約半年が経過した１９８９年１１月の濃度変化パ

ターンと大きく変わっていない．当時の濃度上昇はコン

クリート壁へ吸収されたものが湧出する現象がその原因

と推定されたが，漏洩事象が回復してからほぼ１０年を経

過した１９９７年以降の換気停止時においても濃度が上昇す

る原因は定かでない．そこで，前述したCNSや重水設備

からの排気系統など，より炉心に近い排気凝縮水中HTO

濃度を測定した．その契機はCNS系統において41Arの減

衰タンクによる濃度低減効果とその排気系統における低

流量（2 L／min）・高41Ar 濃度（105 Bq／L オーダ）の排気

を吸着材カラムにより低減する対策を検討する実験にお

いて，41Arの電離箱による破過曲線がテーリングを示し

たためである．測定の結果，排気凝縮水中HTO濃度が

105 Bq／cm3 オーダであることを検出した．現在，その動

態を放出源の同定を含めて検討中である．

７．５ おわりに
本稿では放出源近傍におけるHTOの移行・挙動とそ

のモデル化について，主にKURR炉室内の作業環境中に

おける結果を総括して論じた．被曝線量は摂取した放射

性物質の種類と量が明らかであれば人体臓器や年齢差の

相違まで考慮した精度で評価可能な手法が確立されつつ

ある．しかしながらその摂取量については local，regional

およびglobalいずれの領域においても評価精度は悪く，

ソースタームの情報は特にその評価源として重要にな

る．したがって単なるモニタリングだけではなく，汚染

物質の移行・挙動の基本となるEnvironmental Proc-

essesの解明とそのVerificationとValidationを含めたモ

デル化が評価精度を向上させるために環境安全研究分野

に課せられた今後の主要な課題である．施設内における

汚染源の情報はその管理体制が問われることから，やや

もすれば隠蔽される傾向にある．しかしながら研究炉・

発電炉を含めてトリチウムの発生源を有する施設は今後

その情報を開示し，放出量と被ばく低減対策もしくは将

来的には核融合炉設計の安全対策に資する知識と知恵を

累積していくことが長期的観点から重要と考えられる．

最後にKURR重水作業に関する情報および黒鉛回収水

等の試料を提供いただいた研究炉部員諸氏および１９９０年

以後の凝縮水モニタリングに協力いただいた放射線管理

部の義本孝明技官に謝意を表します．
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